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研究テーマ（発表タイトル） 

ふるさと納税受入額増加の要因分析と提言 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

ふるさと納税の返礼品競争が問題となっている。しかし返礼品の豪華さなどを競うだけではなく、ふるさと納税の受入額を増やす

方法があるのではないだろうか。そこで、私たちはふるさと納税の受入額を増加させる要因を分析し、返礼品に頼ることなく受入額

を増やす方法について研究する。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

2008 年にふるさと納税制度が発足した。2011 年には東日本大震災の被災地などに対する寄附が一時的に急増。2014

年頃からはマスコミ等の報道によって、自己負担を大きく超える返礼品が期待できることが周知されたことから、受入額が急増した。

しかし、各自治体がふるさと納税を得るために、過度な返礼品を用意し、各自治体間で返礼品競争が過熱した。これを問題とし

た総務省は 2019 年 6 月から「返礼品の返礼割合を 3 割以下とすること」「返礼品を地場産品とすること」という新ルールを制

定した。また、同時に過度の返礼品を送って多額の受入額を得ていた静岡県小山町・大阪府泉佐野市・和歌山県高野町・佐

賀県みやき町を制度から除外した。こうしたことから、今後自治体は返礼品に過度に依存するのではなく、それ以外にも受入額を

増やすための手法が求められるようになっている。 

 

３．研究テーマの課題 

これまで多くの自治体は過度な返礼品競争を行ってきた。今後、返礼品以外でふるさと納税の受入額を増やすためにはどうす

ればよいのか。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

私たちは、被説明変数としてふるさと納税額を当該自治体人口で割った「住民 1 人当たりのふるさと納税額」とした。こうするこ

とで、自治体の財政規模に応じたふるさと納税額のインパクトを測ることができると考えたからである。 

重回帰分析の結果、「広報にかかる費用」・「寄付金に対する返礼品比率」・「返礼品種類」・「就業者に占める第一次産業

の就業者の割合」・「寄付者との関係構築」・「都市部」が被説明変数に対して有意な関係であるということが明らかになった（表



１）。この結果から、今回私たちは「寄附者との関係構築」に注目した。 

多くの自治体が年賀状や暑中見舞いの送付・ふるさと納税の活用状況報告など、様々な寄付者との関係構築のための取り

組みを行っている。その中で、どのような取り組みが最もふるさと納税の受入額を得られているのかを比較した結果、寄附者との交

流イベントを行っている自治体がほかの寄附者との関係構築の取り組みよりも多額のふるさと納税受入額を得られていることが明

らかになった（表2）。その一つの事例として、私たちは長野県小谷村の交流イベントを紹介する。小谷村は過去に寄附者限定

ファンミーティングという、村外に住む参加者が豊かな自然に恵まれた小谷村を堪能するツアーを行った。ほかの自治体もそれぞれ

の地域の特徴を生かした交流イベントを行うことで、ふるさと納税の受入額を増やすことができるのではないかと考える。 

（表 1） 

推計モデル 最小自乗法 標準化係数 ｔ値 有意確率 

被説明変数 住民 1人当たりのふるさと納税額（対数） 

説明変数 

広報にかかる費用（対数） 0.095 5.008 0.000 

寄附金に対する返礼品の比率 0.230 11.639 0.000 

返礼品種類（対数） 0.304 14.545 0.000 

就業者に占める第一次産業の割合 0.294 16.039 0.000 

寄附者との関係構築（あり=1,なし=0) 0.062 3.571 0.000 

都市部である 

（都市部=1,地方=0） 
-0.192 -10.380 0.000 

サンプル数 1,732 

自由度修正済み決定係数 0.504 

（表 2） 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

総務省ふるさと納税ポータルサイト・総務省統計局「国勢調査」から入手したデータをもとに、「住民 1 人当たりのふるさと納税

額はどのような要因によって増減するのかを、重回帰分析を行って導き出す。さらにどのような取り組みが最も受入額を得ているの

かを比較した。 
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６．結果や今後の取り組み 

ふるさと納税の受入額を増加させるためには、返礼品の種類だけではなく寄附者との関係構築にも重視すべきである。 

また、長野県小谷村のファンミーティングのような、自治体と寄附者の交流イベントが寄付者との関係構築の中で最も効果がある

ことから、地域の特徴を生かした交流イベントを行うことが力を入れるべきである。 
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